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1  本支援プログラムの背景と目的 

 

世界では、いまだ８億人を超える人々が基本的な給水サービスさえ受けることができ

ないと言われています。 

 

2030年までに、全ての人々の、安全で安価な飲料水の普遍的かつ衡平なアクセスを達

成するという持続可能な開発目標（以下「ＳＤＧｓ」という。）の達成は、国際社会全体

の目標となっており、我が国の水分野における更なる貢献が求められています。 

 

また、新興各国においては、経済発展や人口増加等を背景に、水源の不足や原水水質

の悪化などが深刻な問題として顕在化しており、ＳＤＧｓの達成以外にも取り組むべき

課題が多数存在しています。  

 

こうした世界の水問題の解決には、日本が持つ技術やノウハウを活用して、各国のニ

ーズに応じた、多様かつ持続可能な対応を行うことが求められています。 

 

そこで、東京都水道局（以下「当局」という。）は東京水道株式会社とともに、アジア

をはじめとする途上国からの要請に応じ、東京水道が自らの事業運営の中で培ってきた

実践的な技術力や事業運営力を活用し、民間企業と連携しながら、技術協力やインフラ

整備を進めています。 

 

さらに、国際会議への参加等を通じ、東京水道の技術・ノウハウ等の情報を世界に向

けて発信しています。2018年に東京で開催されたＩＷＡ世界会議・展示会では、最新の

知見や技術の共有を図るとともに、日本の企業が世界に誇る優れた技術・製品等につい

ても広く発信しました。 

 

今後、より一層、世界の水事情の改善に貢献するため、国際展開を推進するとともに、

官民が連携し、日本の民間企業の海外展開を支援するための仕組みとして、引き続き、

本支援プログラムを運用していきます。 
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2  支援項目の概要 

 

 当局では、あらかじめ登録した民間企業（以下「支援対象企業」という。）に対して、

主に以下の４項目について、支援を実施しています。 

なお、これらの支援項目は、運用状況等を踏まえ、適宜拡充・見直しを行うことがあ

ります。 

 

(1)  マッチング機会等の提供 

当局に寄せられる海外からの協力要請に関する情報の提供、当局が実施する訪日

研修を通じて寄せられた海外水道事情に係る情報の提供、海外の水道事業関係者と

のマッチング機会の提供などにより、支援対象企業のビジネスチャンスの形成を支

援します。 

 

(2)  当局所管施設への視察受入れ 

支援対象企業の海外展開に対する支援の一環として、相手国の政府、自治体、水道

事業体等の公共部門の関係者等（以下「相手国政府等」という。）に、日本の水道技

術に対する理解を深めていただくため、支援対象企業の申込みによる当局所管施設

への視察を受け入れます。 

視察の受入れの申込みに当たっては、今後具体的な海外展開につながる見込みが

あること、原則として相手国政府等を対象とすること、支援対象企業が随行者及び通

訳を手配することを条件とします。 

なお、上記の条件を全て満たしても、施設の稼働状況やセキュリティ確保の必要性

等により、視察の受入れができない場合があります。 

 

(3)  当局ホームページによる情報発信 

支援対象企業の海外展開に対する支援の一環として、支援対象企業の申込みによ

り、支援対象企業の概要や水道技術等に関する情報を当局の海外事業体向けホーム

ページに掲載し、海外の水道事業体に向けた情報発信を行います。 
 

(4)  当局から相手国政府等への協力表明 

支援対象企業が、当局及び東京水道株式会社と連携して、ＯＤＡ等を活用した国際

貢献に取り組む場合は、事業内容等に応じて、当局から相手国政府等への協力を表明

するなど、公共対公共の立場での支援を実施します。 

 

 

※ 手続等については、「8 各支援の提供要件等とフロー」を参照してください。 
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3  アンケートの実施 

 

本支援プログラムの支援項目に関連したアンケートを行うことがありますので、その

際は御協力をお願いいたします。 

 

 

 

4  本支援プログラムの運用 

 

 本支援プログラムの運用のため、当局に事務局を設置します。事務局の活動内容は、

次のとおりとします。 

 

・ 支援対象企業に関する情報管理及び問合せ対応 

・ 支援対象企業への各種情報等の提供 

・ 支援項目に関したアンケートの実施 

・ その他本支援プログラムの運用に必要な事項 
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5  支援対象企業の要件（登録要件）とフロー 

 

本支援プログラムへの登録を希望する企業は、登録申込書（様式１～３）を提出して

ください。 

登録申込書を提出し、次の要件を全て満たす企業については、原則として支援対象企

業として登録します。 

支援対象企業の要件 

  

(1)  日本で法人登記をしている企業であること。 

(2)  東京都の入札参加有資格者であり登録申請が済んでいること又は平成 20年度

以降に独立行政法人国際協力機構の案件を受注している実績があること。ただ

し、業種が金融業の場合を除く。 

(3)  日本国外に営業拠点等を有していること又は今後設置する予定があること。 

(4)  海外水道事業の案件に自ら積極的に参画する意思があること。 

(5)  水の公共財的な性質を損なう行為を行わないこと。 

 

 登録後、上記の要件を満たさなくなった支援対象企業は、速やかに当局へ連絡をお願

いします。 

上記の要件のいずれかを満たさないことが判明した企業（以下「当該企業」という。）

については、原則として、登録を取り消すこととします。ただし、特段の事情等があり、

当局と当該企業との間で協議を行い、協議が整った場合は、登録取消を行わないことが

できるものとします。 

支援対象企業は、随時、当局へ申し出ることで、支援対象企業の登録を抹消できるこ

ととします。ただし、当局から相手国政府等への働き掛けを行った後などの場合は、こ

の限りではありません。 

登録までの流れ 
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6  情報の管理等 

 

 本支援プログラムの運用上取得した支援対象企業の情報（以下「企業情報」という。）

は、事務局で管理し、以下のとおり取り扱うこととします。 

 

（１）企業情報の利用 

企業情報は、本支援プログラムにおける支援項目の実施を目的に、目的の範囲内で

利用します。 

（２）企業名の公開 

企業情報のうち、「企業名（フリガナ、英文表記を含む。）」については、当局ホー

ムページ等で公開しますので、御了承ください。 

（３）企業情報の取扱い 

「企業名（フリガナ、英文表記を含む。）」を除く企業情報については、原則、非公

開とします。 

ただし、登録申込書（様式１～３）において「公開可」とされている項目の企業情

報、様式５に記載の企業情報については、前述にかかわらず局が公開できるものとし

ます。 

（４）事前承諾による公開 

非公開の企業情報について、当局が事前に当該情報の関係する企業の承諾を得た場

合は、公開することができることとします。 

 

 

7  費用の取扱い 

 

 当局が実施する支援に要する費用については、原則として無償としますが、支援の内

容によっては、実費相当分を支援対象企業から徴収する場合があります。 

 この場合、費用の取扱いの詳細については、当局と支援対象企業との間で、個別に協

議することとします。 
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8  各支援の提供要件等とフロー 

 

(1) マッチング機会等の提供 

 

項  目 相手国政府等からの依頼 

留意事項 

 

 

・ 情報提供は、メール等で全ての支援対象企業に行うことを原則と

しますが、当局への要請内容などによっては、一部の支援対象企業

に絞って提供する場合もあります。 

また、当局への要請内容によっては、参画に当たっての条件を付与

することもあります。 

・ 支援対象企業が、本支援プログラムから得た情報を第三者へ提供

することについては、原則として禁止します。 

・ 支援を受けた後の対応は、支援を受けた各支援対象企業の責任に

おいて行うこととします。 

 

 

支援までの流れ 
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(2) 当局所管施設への視察受入れ 

 

申込要件 

（注） 

・ 今後、具体的な海外展開につながる見込みがあること 

・ 原則として、相手国政府等を対象とした視察であること 

・ 支援対象企業が随行者及び通訳を手配すること 

留意事項 ・ 視察を希望する支援対象企業は、支援依頼書（様式４）を提出し

てください。 

・ 支援対象企業であれば、随時に申込みが可能です。 

（施設の稼働状況やセキュリティ確保の必要性等により、視察の受

入れができない場合があります。） 

 

（注）申込要件は、全てを満たす必要があります。 

 

 

支援までの流れ 
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(3) 当局ホームページによる情報発信 

 

留意事項 ・ 原則として、年に１回（毎年１月頃を予定）、掲載意向の確認を行

います。 

・ 掲載意向がある支援対象企業は、英語表記による掲載原稿を作成

の上、メールにて事務局宛てに送付してください。 

・ 掲載原稿に、過度な営業行為や公序良俗に反する記載内容が含ま

れる場合には、記載内容の調整をお願いすることがあります。 

2  

 

支援までの流れ 
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9  各種様式 

 

様式１

　　年　　月　　日

（郵便番号 ）

住　　所

代表者名

担当者　氏名

電 話

記 公開の可否

2 業 種

3
資 本 金
（ 百 万 円 ）

4
売 上 高
（ 百 万 円 ）

5
従 業 員 数
（ 人 ）

6 主 要 株 主

7 会 社 法 人 等 番号

8
東 京 都 競 争
入 札 参 加 資 格

9
平成20年度以降の
国際協力機構案件
受 注 実 績

10 海 外 拠 点 の 有 無

11 拠 点 の あ る 国

メールアドレス

格付受付番号 業種・種目

（英文表記）

東京都水道局国際展開民間企業支援プログラム
登録申込書

(フリガナ)

　本支援プログラムの趣旨に基づき、支援を受けるため、下記の情報の登録をお願いいたします。

１ 企 業 名 ―
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様式２

海外プロジェクト実績１ 公開の可否

12
プ ロ ジ ェ ク ト
実 施 国

13 顧 客 名

14 概 要

海外プロジェクト実績2

15
プ ロ ジ ェ ク ト
実 施 国

16 顧 客 名

17 概 要

海外プロジェクト実績3

18
プ ロ ジ ェ ク ト
実 施 国

19 顧 客 名

20 概 要

国内プロジェクト実績１

21 顧 客 名

22 概 要

国内プロジェクト実績2

23 顧 客 名

24 概 要

国内プロジェクト実績3

25 顧 客 名

26 概 要

東京都水道局国際展開民間企業支援プログラム
登録申込書
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様式３

公開の可否

27
今後重点的 に進
出 し た い 国

28
今 後 重 点 的 に
展 開 し た い
業 務 分 野

自社の強みと今後の国際展開の方針

※「自社の強みと今後の国際展開の方針」欄については、連携の基礎資料となりますので、基本的には「公開可」でお
願いいたします。しかし、各企業様の状況等もございますので、非公開部分がある場合には、【　】等でわかるように記載
してください。

東京都水道局国際展開民間企業支援プログラム
登録申込書
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様式４

　　年　　月　　日

電　話

東京都水道局所管施設への視察希望

視 察 希 望 時 期

東京都水道局国際展開民間企業支援プログラム
支援依頼書

相手方の国名・組織名

視 察 者 の 氏 名 ・ 役 職

視 察 希 望 施 設

メールアドレス

　担当者 氏名

企業名
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様式５  

 


